
令和２年度

東みよし町連結財務書類

（統一的な基準）



【様式第1号】

自治体名：東みよし町

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 44,896,209,464   固定負債 12,401,286,482

    有形固定資産 40,473,168,441     地方債等 10,727,608,909

      事業用資産 12,050,633,461     長期未払金 4,399,720

        土地 4,945,979,091     退職手当引当金 1,426,833,763

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 242,444,090

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,600,097,979

        建物 18,422,848,383     １年内償還予定地方債等 1,377,488,074

        建物減価償却累計額 -11,819,713,162     未払金 57,625,837

        建物減損損失累計額 -15,908,104     未払費用 13,914,595

        工作物 684,465,903     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -211,446,142     前受収益 181,500

        工作物減損損失累計額 -3,242,922     賞与等引当金 126,606,269

        船舶 -     預り金 13,537,334

        船舶減価償却累計額 -     その他 10,744,370

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 14,001,384,461

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 49,765,086,806

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -12,102,650,939

        航空機 -   他団体出資等分 15,000,000

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 26,274,409

        その他減価償却累計額 -26,274,408

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 47,650,413

      インフラ資産 27,810,637,423

        土地 737,112,823

        土地減損損失累計額 -

        建物 786,445,634

        建物減価償却累計額 -451,233,354

        建物減損損失累計額 -

        工作物 47,940,675,278

        工作物減価償却累計額 -21,315,098,671

        工作物減損損失累計額 -

        その他 16,332,983

        その他減価償却累計額 -3,325,180

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 99,727,910

      物品 2,406,426,946

      物品減価償却累計額 -1,791,224,118

      物品減損損失累計額 -3,305,271

    無形固定資産 46,303,655

      ソフトウェア 26,448,249

      その他 19,855,406

    投資その他の資産 4,376,737,368

      投資及び出資金 256,045,935

        有価証券 -

        出資金 256,045,935

        その他 -

      長期延滞債権 80,253,123

      長期貸付金 14,200,000

      基金 4,037,149,995

        減債基金 463,000

        その他 4,036,686,995

      その他 3,415,012

      徴収不能引当金 -14,326,697

  流動資産 6,782,610,864

    現金預金 1,840,391,111

    未収金 58,131,321

    短期貸付金 1,050,000

    基金 4,867,827,342

      財政調整基金 3,388,774,342

      減債基金 1,479,053,000

    棚卸資産 7,351,597

    その他 30,357,922

    徴収不能引当金 -22,498,429

  繰延資産 - 純資産合計 37,677,435,867

資産合計 51,678,820,328 負債及び純資産合計 51,678,820,328

連結貸借対照表
（令和3年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：東みよし町

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 8,057,585

    その他 2,817,625

純行政コスト 13,906,489,410

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 1,869,243,724

  臨時利益 10,875,210

  臨時損失 1,916,565,470

    災害復旧事業費 47,290,896

    資産除売却損 30,850

    使用料及び手数料 299,090,352

    その他 416,535,019

純経常行政コスト 12,000,799,150

      社会保障給付 720,667,190

      その他 165,196,053

  経常収益 715,625,371

        その他 79,264,297

    移転費用 7,341,028,503

      補助金等 6,455,165,260

      その他の業務費用 153,326,904

        支払利息 65,990,582

        徴収不能引当金繰入額 8,072,025

        維持補修費 373,937,802

        減価償却費 1,426,657,039

        その他 741,761

        その他 215,651,792

      物件費等 3,409,145,895

        物件費 1,607,809,293

        職員給与費 1,460,535,723

        賞与等引当金繰入額 126,568,814

        退職手当引当金繰入額 10,166,890

  経常費用 12,716,424,521

    業務費用 5,375,396,018

      人件費 1,812,923,219

連結行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：東みよし町

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 37,515,080,090 50,289,626,235 -12,789,546,145 15,000,000

  純行政コスト（△） -13,906,489,410 -13,906,489,410 -

  財源 14,090,333,748 14,090,333,748 -

    税収等 7,781,055,418 7,781,055,418 -

    国県等補助金 6,309,278,330 6,309,278,330 -

  本年度差額 183,844,338 183,844,338 -

  固定資産等の変動（内部変動） -493,677,911 493,677,911

    有形固定資産等の増加 1,086,906,490 -1,086,906,490

    有形固定資産等の減少 -1,427,775,478 1,427,775,478

    貸付金・基金等の増加 603,012,964 -603,012,964

    貸付金・基金等の減少 -755,821,887 755,821,887

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -33,802,057 -33,802,057

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 12,313,495 2,940,538 9,372,957 -

  その他 1 1 -

  本年度純資産変動額 162,355,777 -524,539,429 686,895,206 -

本年度末純資産残高 37,677,435,867 49,765,086,806 -12,102,650,939 15,000,000

連結純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：東みよし町

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 16,850,097

本年度歳計外現金増減額 -4,557,763

本年度末歳計外現金残高 12,292,334

本年度末現金預金残高 1,840,391,111

財務活動収支 -242,193,014

本年度資金収支額 323,722,700

前年度末資金残高 1,494,754,143

比例連結割合変更に伴う差額 9,621,934

本年度末資金残高 1,828,098,777

    地方債等償還支出 1,308,938,964

    その他の支出 4,573,050

  財務活動収入 1,071,319,000

    地方債等発行収入 1,071,319,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 8,067,585

    その他の収入 185,071,221

投資活動収支 -599,014,695

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,313,512,014

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,076,936,229

    国県等補助金収入 179,733,638

    基金取崩収入 703,739,681

    貸付金元金回収収入 324,104

  投資活動支出 1,675,950,924

    公共施設等整備費支出 1,105,145,422

    基金積立金支出 570,805,502

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 47,290,896

    その他の支出 1,866,621,587

  臨時収入 1,898,251,183

業務活動収支 1,164,930,409

【投資活動収支】

    税収等収入 7,582,333,208

    国県等補助金収入 4,231,352,409

    使用料及び手数料収入 292,954,696

    その他の収入 361,453,625

  臨時支出 1,913,912,483

    移転費用支出 7,341,083,591

      補助金等支出 6,441,220,348

      社会保障給付支出 720,667,190

      その他の支出 165,196,053

  業務収入 12,468,093,938

    業務費用支出 3,946,418,638

      人件費支出 1,788,555,380

      物件費等支出 1,982,085,855

      支払利息支出 65,990,582

      その他の支出 109,786,821

連結資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 11,287,502,229



連結財務書類における注記

１ 重要な会計方針

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの･････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･･････････････････再調達原価

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 子会社・関連会社株式･･････････････････････取得原価

ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。

② その他有価証券

ア 市場価格のあるもの･････････････････会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの･････････････････取得原価（又は償却原価法）

ただし、時価または実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を

行っています。

③ 出資金････････････････････････････････････出資金額

ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。



(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 原材料、商品等･････････先入先出法による原価法

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ３年～５０年

工作物 ２年～６０年

物品 ２年～３８年

② 無形固定資産･････････････････････････････････････定額法

ソフトウェア ５年

(5)引当金の計上基準及び算定方法

① 投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについ

て、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上し

ています。

② 徴収不能引当金

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により徴収不能

見込額を計上しています。

③ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。



④ 退職手当引当金

退職手当債務から徳島県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額から、

既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、徳島県市町村

総合事務組合における積立金額の運用益のうち東みよし町へ按分される額を加算し

た額を控除した額を計上しています。

(6) リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引(リース期間が1年以内のファイナンス・リー

ス取引及びリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7) 資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（３ヶ月以内の短期投資等）を資

金の範囲としております。なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における

取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(8)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。



２ 重要な会計方針の変更等

変更はありません。

３ 重要な後発事象

該当はありません。

４ 偶発債務

該当はありません。

５ 追加情報

①連結対象団体（会計）

※全体財務書類の連結対象団体（会計）に追加して上記の団体が含まれます。

連結方法は次の通りです。

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合

1 吉野川オアシス（株） 第三セクター等 全部連結 -

2
みよし広域連合

（一般会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 33.61％

3
みよし広域連合

（介護保険特別会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 27.84％

4 三好東部火葬場管理組合
一部事務組合・

広域連合
比例連結 71.31％

5
徳島県後期高齢者医療広域連合

（一般会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 2.21％

6
徳島県後期高齢者医療広域連合

（後期高齢者医療特別会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 2.21％

7
徳島県市町村議会議員

公務災害補償等組合

一部事務組合・

広域連合
比例連結 5.20％

8
徳島県市町村総合事務組合

（一般会計）退職手当事業

一部事務組合・

広域連合
みなし連結 -

9
徳島県市町村総合事務組合

（一般会計）消防事業

一部事務組合・

広域連合
比例連結 5.52％

10
徳島県市町村総合事務組合

（一般会計）非常勤職員事業

一部事務組合・

広域連合
比例連結 4.51％

11
徳島県市町村総合事務組合

（一般会計）予防接種事業

一部事務組合・

広域連合
比例連結 3.85％

12
徳島県市町村総合事務組合

（滞納整理機構特別会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 2.76％



象としております。

② 第三セクター等は、出資割合が50％超える団体について全部連結の対象としてお

ります。

②出納整理期間

地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数

としています。なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設

けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現

金の受払い等が終了したものとして調整しています。

③ 表示単位未満の取扱い

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

④ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア範囲

売却可能資産の範囲には、台帳手引き１０４段落のとおり、以下のものとする。

「現に公用もしくは公共用に供されていない公有財産（一時的に賃貸借している場

合を含む）」、「売却が既に決定している、または、近い将来売却予定されている

と判断される資産」のいずれかに該当する資産のうち、令和３年度予算において、

財産収入として措置されている資産。

イ内訳

該当なし



【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細
　※下記以外の資産および負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。
（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：円）

区分
前年度末残高

(A)
本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度減価償却額
(F)

本年度末
減損損失累計額

（G)

本年度減損額
（H)

差引本年度末残高
(D)-(E)
(I)

事業用資産 23,802,014,411 538,473,010 213,269,222 24,127,218,199 12,057,433,712 71,232,449 19,151,026 - 12,050,633,461
　土地 4,979,183,578 37,106,042 70,310,529 4,945,979,091 - - - - 4,945,979,091
　立木竹 - - - - - - - - -
　建物 18,076,521,312 360,377,080 14,050,009 18,422,848,383 11,819,713,162 68,176,652 15,908,104 - 6,587,227,117
　工作物 582,151,663 102,314,240 - 684,465,903 211,446,142 572,047 3,242,922 - 469,776,839
　船舶 - - - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - - - -
　航空機 - - - - - - - - -
　その他 23,790,063 2,484,346 - 26,274,409 26,274,408 2,483,750 - - 1
　建設仮勘定 140,367,795 36,650,413 129,367,795 47,650,413 - - - - 47,650,413
インフラ資産 49,035,725,841 583,006,755 38,437,968 49,580,294,628 21,769,657,205 - - - 27,810,637,423
　土地 633,210,030 103,902,793 - 737,112,823 - - - - 737,112,823
　建物 786,445,634 - - 786,445,634 451,233,354 - - - 335,212,280
　工作物 47,558,196,037 387,847,483 5,368,242 47,940,675,278 21,315,098,671 - - - 26,625,576,607
　その他 16,332,983 - - 16,332,983 3,325,180 - - - 13,007,803
　建設仮勘定 41,541,157 91,256,479 33,069,726 99,727,910 - - - - 99,727,910
物品 2,288,555,748 176,876,430 59,005,232 2,406,426,946 1,791,224,118 13,116,907 3,305,271 - 611,897,557

合計 75,126,296,000 1,298,356,195 310,712,422 76,113,939,773 35,618,315,035 84,349,356 22,456,297 - 40,473,168,441


